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第 7章  その他の事項 

7.1 対象事業の許可、許可等の根拠となる法令 

対象事業の種類と許可の根拠となる法令を表 7.1.1に示す。 

 

表 7.1.1 対象事業の種類と許可の根拠となる法令 

対象事業の種類 根拠法令 

一般廃棄物処理施設の設置 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第九条の三 

 

7.2 方法書の作成者の氏名及び住所 

名 称 ：株式会社エイト日本技術開発 

代表者 ：代表取締役社長 小谷 裕司 

住 所 ：東京都中野区本町 5丁目 33番 11号 

 

7.3 方法書の作成にあたり参考とした資料の目録 

方法書の作成にあたり参考とした資料の目録を表 7.3.1(1)～(4)及び表 7.3.2(1)～(2)に示

す。 
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表 7.3.1(1) 資料の目録(地域の概況に係る資料) 

番号 資料名 
作成年月(月の記載の無い資料は

年のみ)又は最終更新日 
作成者等 

1 過去の気象データ検索 - 気象庁ホームページ 

2 地域気象観測所一覧 令和 3 年 3 月 18 日 気象庁ホームページ 

3 平成 27 年度～令和元年度 大気汚染測定結果報告 平成 29 年～令和 3 年 新潟県県民生活・環境部環境対策課 

4 平成 28 年度～令和元年度 ダイオキシン類環境調査結果 平成 29 年～令和 2 年 新潟県県民生活・環境部環境対策課 

5 令和 2 年度環境中ダイオキシン類調査結果(速報・夏季) 令和 3 年 4 月 6 日 新潟市ホームページ 

6 新潟市の環境資料編（平成 27 年度～令和元年度データ集） 平成 28 年～令和 3 年 新潟市環境部環境政策課 

7 信濃川の概要 平成 21 年 10 月 国土交通省北陸地方整備局信濃川河川事務所 

8 令和 2 年度 水質測定結果（速報値） 令和 3 年 5 月 新潟市ホームページ 

9 新潟市の地下水の水質調査 令和 2 年 8 月 13 日 新潟市環境部環境対策課 

10 20 万分の 1 土地分類基本調査 土壌図 昭和 44 年 国土交通省 

11 昭和 48 年度ごみ処理場建設工事地質調査   

12 
平成 5 年度建築 2 号 亀田焼却場更新事業に伴うごみ処理

施設建設工事 
  

13 新潟平野の地盤沈下 令和 3 年 3 月 新潟県県民生活・環境部 

14 20 万分の 1 土地分類基本調査 地形分類図 昭和 43 年 国土交通省 

15 日本の地形レッドデータブック 第 1 集 平成 12 年 12 月 小泉武栄、青木賢人 

16 日本の地形レッドデータブック 第 2 集 平成 14 年 3 月 小泉武栄、青木賢人 

17 20 万分の 1 土地分類基本調査 表層地質図 昭和 42 年 国土交通省 

18 新潟県の活断層と海溝について 令和元年 6 月 29 日 新潟県ホームページ 

19 大切にしたい野生生物-新潟市レッドデータブック- 平成 22 年 3 月 新潟市 

20 レッドデータブックにいがた 平成 13 年 新潟県 

21 文化財保護法 昭和 25 年 法律 

22 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律 平成 4 年 法律 

23 

新潟県第 2 次レッドリスト 

(植物〔維管束植物及びコケ植物〕編、鳥類編、淡水魚類・

大型水生甲殻類編、両生類・爬虫類編、哺乳類編) 

平成 26 年～平成 31 年 新潟県 

24 環境省レッドリスト 2020 令和 2 年 3 月 環境省 

25 国指定文化財等データベース - 文化庁ホームページ 

26 新潟県の文化財一覧 令和 2 年 4 月 1 日 新潟県ホームページ 
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表 7.3.1(2) 資料の目録(地域の概況に係る資料) 

番号 資料名 
作成年月(月の記載の無い資料は年の

み)又は最終更新日又は成立日 
作成者等 

27 記念物 令和 3 年 6 月 8 日 新潟市ホームページ 

28 
2020 年度モニタリングサイト 1000 ガンカモ類調査 2019/20

年調査報告書 
令和 3 年 1 月 環境省自然環境局 生物多様性センター 

29 第 6 回・第 7 回自然環境保全基礎調査植生調査 平成 11 年～24 年/25 年～ 環境省自然環境局 生物多様性センター 

30 第 5 回自然環境保全基礎調査特定植物群落調査報告書 平成 12 年 3 月 環境省自然環境局 生物多様性センター 

31 
第 6 回自然環境保全基礎調査巨樹・巨木フォローアップ調査報告

書 
平成 13 年 3 月 環境省自然環境局 生物多様性センター 

32 にいがた観光ナビ - 公益社団法人新潟県観光協会ホームページ 

33 レジャー・公園 - 新潟市ホームページ 

34 都市公園データ - 国土交通省国土数値情報ホームページ 

35 県内神社一覧 - 新潟県神社庁ホームページ 

36 第 3 回自然環境保全基礎調査 昭和 61～62 年 環境庁 

37 第 1 回～第 4 回新潟市都市景観賞 令和 2 年 10 月 21 日 新潟市 

38 市指定文化財一覧 平成 26 年 4 月 新潟市ホームページ 

39 新潟県の文化財一覧 令和 2 年 4 月 新潟県教育庁文化行政課 

40 新潟市域の遺跡一覧表 平成 29 年 3 月 16 日 新潟市ホームページ 

41 
新潟市 廃棄物処理施設における放射性物質の測定結果 

(平成 30 年度) 
- 新潟市ホームページ 

42 各区における放射線量の測定結果について 令和 3 年 7 月 5 日 新潟市ホームページ 

43 
平成 23 年～令和 2 年 新潟県の人口移動 新潟県人口移動調査

結果報告 
- 新潟県 

44 平成 27 年国勢調査就業状態等基本集計結果 平成 29 年 7 月 11 月 新潟県 

45 農業地域データ 平成 27 年 国土交通省国土数値情報ホームページ 

46 都市地域データ 平成 30 年 国土交通省国土数値情報ホームページ 

47 にいがた e マップ - 新潟市ホームページ 

48 にいがた県統計ボックス 新潟県ベスト 5 及び主要指標 令和 3 年 4 月 23 日 新潟県 

49 都市地域土地利用細分メッシュデータ 平成 28 年 国土交通省国土数値情報ホームページ 

50 信濃川水系新潟県地域主要水系利水現況図 昭和 60 年 国土交通省 

  



 

 

7
-
4 

表 7.3.1(3) 資料の目録(地域の概況に係る資料) 

番号 資料名 
作成年月(月の記載の無い資料は年のみ)、

最終更新日又は成立日 
作成者等 

51 
平成 27 年度 全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査 

集計表 
- 国土交通省 

52 にいがた医療情報ネット - 新潟県救急医療情報システムホームページ 

53 介護事業所・生活関連情報検索 - 厚生労働省ホームページ 

54 福祉施設データ 平成 27 年 国土交通省国土数値情報ホームページ 

55 文化施設データ 平成 25 年 国土交通省国土数値情報ホームページ 

56 令和元年度 事業年報 にいがたの水道 令和 2 年 12 月 16 日 新潟市水道局 

57 新潟県報道資料 令和 2 年 9 月 4 日 新潟県土木部都市局下水道課 

58 第二次新潟市下水道中期ビジョン（2019～2028） 平成 31 年 3 月 新潟市下水道部 

59 上水道関連施設データ 平成 24 年 国土交通省国土数値情報ホームページ 

60 下水道関連施設データ 平成 24 年 国土交通省国土数値情報ホームページ 

61 清掃事業概要 令和 2 年度版 令和 2 年 11 月 5 日 新潟市環境部、新潟市ホームページ 

62 
特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約 

(ラムサール条約) 
昭和 55 年 条約 

63 自然公園法 昭和 32 年 法律 

64 自然環境保全法 昭和 47 年 法律 

65 新潟県自然環境保全条例 昭和 48 年 新潟県 

66 都市緑地法 昭和 48 年 法律 

67 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 平成 14 年 法律 

68 令和 2 年度版新潟県鳥獣保護区等位置図 令和 2 年 10 月 新潟県 

69 景観法 平成 16 年 法律 

70 新潟市景観計画 令和 2 年 11 月 新潟市 

71 都市計画法 昭和 43 年 法律 

72 環境基本法 平成 5 年 11 月 10 日 法律 

73 ダイオキシン類対策特別措置法 平成 12 年 5 月 31 日 法律 

74 大気汚染防止法 昭和 43 年 6 月 10 日 法律 

75 大気汚染防止法施行令 昭和 43 年 政令 

76 大気汚染防止法の一部を改正する法律 平成 27 年 法律 

77 ダイオキシン類対策特別措置法施行規則 平成 11 年 総理府令第 67 条 
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表 7.3.1(4) 資料の目録(地域の概況に係る資料) 

番号 資料名 
作成年月(月の記載の無い資料は年の 

み)、最終更新日又は成立日 
作成者等 

78 新潟市生活環境の保全等に関する条例 平成 9 年 12 月 24 日 新潟市 

79 新潟市生活環境の保全等に関する条例施行規則 平成 8 年 3 月 1 日 新潟市 

80 騒音規制法 昭和 43 年 法律 

81 騒音規制法施行令 昭和 43 年 11 月 27 日 法律 

82 騒音指定地域 － 新潟市ホームページ 

83 平成 29 年度 新潟市の環境 平成 29 年 新潟市 

84 振動規制法 昭和 51 年 法律 

85 振動規制法施行令 昭和 51 年 法律 

86 振動指定地域 － 新潟市ホームページ 

87 悪臭防止法 昭和 46 年 法律 

88 悪臭防止対策 令和 2 年 7 月 17 日 新潟市ホームページ 

89 悪臭防止対策に関するパンフレット － 新潟市 

90 悪臭防止法の規制基準および規制地域 － 新潟市ホームページ 

91 水質汚濁防止法 昭和 46 年 法律 

92 新潟県水質汚濁防止法に基づく排水基準を定める条例 昭和 46 年 新潟県 

93 農林水産技術会議 昭和 46 年 10 月 4 日 農林水産省 

94 土壌汚染対策法 平成 14 年 法律 

95 土壌汚染 要措置区域等情報 令和 3 年 1 月 15 日 新潟市ホームページ 

96 工業用水法 昭和 31 年 法律 

97 建築物用地下水の採取の規制に関する法律 昭和 37 年 法律 

98 第 3 次 新潟市環境基本計画 平成 27 年 4 月 新潟市 

99 第 3 期 新潟市地球温暖化対策実行計画（地域推進版） 令和 2 年 3 月 新潟市 

100 新潟市地球温暖化対策実行計画（第 5 期 市役所率先実行版） 平成 31 年 4 月 新潟市 

101 にいがた命のつながりプラン（新潟市生物多様性地域計画） 平成 24 年 3 月 新潟市 

102 一般廃棄物処理基本計画 令和 2 年 3 月 新潟市 

103 一般廃棄物処理実施計画 令和 3 年 4 月 新潟市 

104 新潟市農村環境計画 平成 24 年 3 月 新潟市 

105 新潟市みどりの基本計画 平成 21 年 6 月 新潟市 
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表 7.3.2(1) 資料の目録(調査、予測及び評価に係る資料) 

番号 資料名 
作成年月(月の記載の無い資料は年の

み)、最終更新日又は成立日 
作成者等 

1 新潟市環境影響評価条例 平成 21 年 3 月 24 日 新潟市 

2 新潟市環境影響評価条例施行規則 平成 22 年 3 月 24 日 新潟市 

3 新潟市環境影響評価配慮指針 平成 29 年 3 月 21 日 新潟市 

4 廃棄物処理施設生活環境影響調査指針 平成 18 年 9 月 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 

5 地上気象観測指針 平成 14 年 気象庁 

6 道路環境影響評価の技術手法(平成 24 年度版) 平成 25 年 3 月 国土技術政策総合研究所 

7 窒素酸化物総量規制マニュアル（新版） 平成 12 年 12 月 公害研究対策センター 

8 面整備事業環境影響評価技術マニュアル 平成 11 年 建設省 

9 二酸化窒素に係る環境基準について 昭和 53 年 環境庁 

10 大気の汚染に係る環境基準について 昭和 48 年 環境庁 

11 環境基準（二酸化窒素） 昭和 53 年 環境庁 

12 環境基準（浮遊粒子状物質） 昭和 48 年 環境庁 

13 新潟市環境影響評価条例技術指針 平成 21 年 新潟市 

14 ごみ焼却施設環境アセスメントマニュアル 昭和 61 年 5 月 （社）全国都市清掃会議 

15 ダイオキシン類に係る大気環境調査マニュアル 平成 20 年 3 月 環境省 

16 大気汚染防止法施行規則 昭和 46 年 厚生省・通商産業省 

17 排ガス中の水銀分析方法 平成 9 年 JISK0222 

18 高層気象観測指針 平成 16 年 気象庁 

19 新潟市新焼却施設整備に係る計画段階環境配慮計画書 令和 3 年 1 月 新潟市 

20 大気圏の環境 平成 12 年 1 月 有田正光 

21 ごみ焼却施設環境アセスメントマニュアル 昭和 61 年 5 月 （社）全国都市清掃会議 

22 環境基準（二酸化硫黄） 昭和 48 年 環境庁 

23 環境基準（ダイオキシン類） 平成 11 年 環境庁 

24 
有害大気汚染物質による健康リスクの低減を図るための指針と

なる数値 
平成 15 年 7 月 中央環境審議会 

25 短期暴露指針値 昭和 53 年 中央公害対策審議会答申 

26 目標環境濃度（塩化水素） 昭和 52 年 環境庁 
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表 7.3.2(2) 資料の目録(調査、予測及び評価に係る資料) 

番号 資料名 
作成年月(月の記載の無い資料は年の

み)、最終更新日又は成立日 
作成者等 

27 騒音に係る環境基準について 平成 10 年 環境庁 

28 特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準 昭和 43 年 厚生省・建設省 

29 環境騒音の表示・測定方法 令和元年 JIS Z 8731 

30 建設工事騒音の予測モデル“ASJ CN-Model 2007” 平成 20 年 （社）日本音響学会 

31 道路交通騒音の予測モデル“ASJ RTN-Model 2018” 平成 30 年 （社）日本音響学会 

32 廃棄物最終処分場環境影響評価マニュアル 平成 15 年 （財）廃棄物研究財団 

33 低周波音の測定方法に関するマニュアル 平成 12 年 10 月 環境庁大気保全局 

34 低周波音問題対応の手引書 平成 16 年 6 月 環境省環境管理局大気生活環境室 

35 振動規制法施行規則 昭和 51 年 総理府 

36 振動レベル測定方法 昭和 56 年 JIS Z 8735 

37 新・公害防止の技術と法規 2021[騒音・振動編] 令和 3 年 （社）産業環境管理協会 

38 臭気指数及び臭気排出強度の算定の方法 平成 7 年 環境庁 

39 特定悪臭物質の測定の方法 昭和 47 年 環境庁 

40 水質調査方法 昭和 46 年 環境庁 

41 工業用水試験方法 平成 29 年 JIS K 0101 

42 水質汚濁に係る環境基準について 昭和 46 年 環境庁 

43 土の粒度試験方法 令和 2 年 JIS A 1204 

44 港湾工事における濁りの影響予測の手引き 平成 16 年 4 月 国土交通省 

45 水分観測 平成 14 年 9 月 国土交通省河川局 

46 環境アセスメントの技術 平成 11 年 8 月 （社）環境情報センター 

47 新体系土木工学 59 土木景観計画 昭和 57 年 篠原修 

48 温室効果ガス排出算定・報告マニュアル Ver.4.7 令和 3 年 1 月 環境省・経済産業省 

49 地球温暖化対策の推進に関する法律 平成 30 年 12 月 1 日 環境省 
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